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シェアリングエコノミー 
 

シェアリングエコノミーとは、個人等が保有する活用可能な資産などを、インターネット上のプラットフ

ォームを介して、貸借や売買、交換することで共有していく経済の動きを指します。その対象は、「モノ」、

「空間」、「お金」、「スキル（技術）」、「移動」など、有形のものだけでなく無形のものも含まれてお

り多岐にわたります。 

具体的には、個人間で利用しないモノを共有するフリマ（フリーマーケット）アプリ、住宅の空き部屋等

を宿泊場所して提供する民泊サービス等が例としてあげられます。 

スマートフォンやＳＮＳ（ソーシャルメディア）の普及を背景に、個人間で広がりを見せるシェアリング

エコノミーですが、企業や自治体での取り組みも出始めており、今後更なる発展が期待されます。 

また、２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックを期に、訪日外国人向けのサービスへの需要が増

加することが期待されおり、関連銘柄を中心にマーケットを賑わす材料になるものと思われます。（伊 澤） 
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投資に関する最終決定は、お客さまご自身の判断で行うようお願い申しあげます。                  （2018．1．25 作成） 

資金証券部 ＴＥＬ：０４２－５２６－７７４０ 
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【地域経済報告（さくらレポート）１月報告】 

日銀は１月１５日に地域経済報告（さくらレポート）を公表した。さくらレポートは日本銀行の各支店の情勢判

断に基づいており、全国９地域のうち６地域の景気判断を「拡大」と判断した。このうち、北陸と東海は「拡大し

ている」と強めの表現を使い、国内景気のけん引役であることも示している。また、前回の２０１７年１０月との

比較では、東北と北陸、近畿の３地域で総括判断を引き上げており、地方経済も順調に回復へ向かっていると思わ

れる。 

次に、速報性が高く、街角の景況感を定量的なデータで把握できる景気ウォッチャー調査を確認したい。 

 

 

【１２月景気ウォッチャー調査】 

１２月の景気ウォッチャー調査によると、現在の

景況感を表す現状判断ＤＩは前月から０．２ポイン

ト低下の５３．９と５カ月ぶりの低下となった。ま

た、数ヶ月先の景況感を示す先行き判断ＤＩも、前

月より０．７ポイント低下の５２．７と２カ月連続

で低下した。ただ、ともに景気の良し悪しの判断水

準となる５０．０を上回っており、景気変調を懸念

するほどではないと考える。 

なお、内閣府は基調判断を「緩やかに回復してい

る」と据え置いている。 

 

 

以上より、さくらレポートや景気ウォッチャー調査に見られるように国内経済は緩やかな回復が続いている。 

ただ、懸念材料としては、原油価格の上昇や人手不足などが国内経済の下押し要因となり得ると思われる。そのた

め、目先の国内景気は堅調に推移すると思われるが、先行きについては今後発表される経済指標等を注意深く見て

いく必要があるだろう。（清 野） 

 

  
 

 

国内経済 
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国庫短期証券（３か月）

【１月の動き】１０年国債利回り変動レンジ  ０．０５０％～０．０９０％ 

１月の国内金利は前月より上昇した。日銀が国債買入オペで買入額を前月から減額したことにより、日銀が金融

緩和の縮小へ動くのではないかとの観測が高まったことや海外市場で米国金利が上昇したことの影響を受け、上昇

圧力がかかった。 

２５日の１０年国債利回りは０．０８０％と１２月末の０．０４５％から０．０３５％上昇した。 

 

【２月の見通し】予想レンジ １０年国債利回り ０．０２０％～０.１００％ 

２月の国内長期金利は、狭いレンジ内での推移が継

続するだろう。 

国内市場を見ると企業業績が好調であることなど

を背景に日経平均株価が一時２４，０００円台まで上

昇するなど堅調に推移している。また海外市場を見る

と米国経済が堅調に推移していることなどにより、米

国金利が上昇している。これらの外部環境から今後、

国内金利に上昇圧力がかかる可能性があるだろう。 

ただ、１月の日銀金融政策決定会合では、政策の現

状維持が決められた。また会合後の日銀総裁の会見で、

黒田日銀総裁は「現行の金融緩和を粘り強く続けてい

く」と強調した。そのため、現状の金融政策は今後も

継続していくと思われ、引き続き長期金利は日銀の長

短金利操作（イールドカーブ・コントロール）の影響を強く受けると考えられる。したがって、２月においても長

期金利は現状のレンジである０％付近～０．１％付近から大きく外れて推移しにくく、レンジ内での推移が継続す

るであろう。 

 

１月の短期国債市場において、国庫短期証券 

（ＴＤＢ）３カ月物は、▲０．１％台半ばでのもみあ

いの推移であった。 

１月の日銀金融政策決定会合においても金融政策

の現状維持が決められたため、短期金利についても現

状の水準から大きく外れて推移しにくく▲０．１％～ 

▲０．２％でのレンジ内の推移となるだろう。（山 口） 
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新発１０年国債利回り
％

国内金利 

短期金利 
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【１月の動き】 

 １月の株式相場は上昇した。年末年始の海外株の

堅調な推移を受け、月の前半に大幅に上昇した。米

国金利上昇により金融関連企業が物色されたほか、

世界的な景気回復期待から、輸出企業が選好され、

月の後半には一時約２６年ぶりに２４，０００円台

を回復した。 

２５日の日経平均株価は２３，６６９円と、昨年

１２月末から９０５円の上昇となった。 

 

【２月の見通し】 

２月の株式相場はもみ合う展開を予想する。株価の上値を抑える要因として、円高ドル安の影響と高値警戒感が

挙げられよう。一般的に円高ドル安が進むと日本株は下落しやすいと言われている。これは、円高ドル安の影響に

より、海外で稼ぐ輸出企業の業績悪化懸念が生じるからである。ドル円相場が１２月日銀短観（大企業・製造業）

の想定為替レートとなる１ドル１１０．１８円を明確に下回ると、輸出企業の株価を中心に上値は重くなろう。ま

た、１月の上昇を含めて直近の半年で株価は２割近く上昇しているため、上昇ピッチの速さを警戒する動きから、

高値では利益確定売りが優勢となる場面も想定したい。 

一方で、国内企業の業績は堅調であることや、世界的な株高による投資家心理の改善等から、株価の先高感は根

強い状況である。下落する場面では買いが見込まれるため、方向感出にくくもみ合う展開を想定する。 

 

予想レンジ 日経平均株価 ２２，５００円 ～ ２４，８００円 

 

  

 

  

【１月の動き】 

不動産投資信託（Ｊ－ＲＥＩＴ）で代表的な指標

の東証ＲＥＩＴ指数は上昇した。株価の上昇などを

受け、投資家心理が改善した。１０営業日続伸する

場面もあり、約７か月ぶりに１，７５０ポイント台

を回復した。 

 

【２月の見通し】 

２月の東証ＲＥＩＴ指数は上値を探る展開とな

ろう。都心のオフィス平均賃料の上昇基調が続くな

ど、オフィス需要は堅調さを維持している。また、足元の上昇により下値不安が後退していることから、様子見姿

勢だった投資家の買いも見込まれ、堅調な推移は継続するだろう。（菊 地） 
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米国10年国債利回り％

外国為替  

    

【１月の動き】 

１月のドル円相場は円高ドル安へ推移した。米国では引き続き良好な経済指標が見られたものの、昨

年から続くドル安の動きは継続し、米トランプ政権の主要官僚からドル安を容認するような発言が出た

こともドル安の要因となった。また、日本銀行の金融緩和縮小観測が市場参加者の間で意識され、円が

買われたことから円高ドル安へ推移し、昨年９月以来の１０８円台を推移する場面も見られた。 

２５日現在のドル円相場は１０９円４１銭、ユーロ円相場は１３５円６４銭となった。 

【外国為替市場  ：  ドル円相場】 

 

 

【２月の見通し】 

２月のドル円相場は、円高ドル安への推移を想

定する。１月の日銀政策決定会合後の黒田総裁の

記者会見では改めて金融緩和政策の継続が示唆

された。現在、利上げを進めている米国と金融政

策を比較すると、金利差の観点からは円安ドル高

要因になるものと思われる。 

ただ、市場ではトランプ大統領に対する政策期

待や、ＦＲＢ（連邦準備制度理事会）の年間複数

回の利上げはすでに見込まれているものと思われる。そのため、市場が想定する以上の大規模な政策や、

利上げ回数の増加がなければ、現在のドル安の流れが継続するであろう。また、米国では政府機関閉鎖

を受けて政治に対する不透明が高まる場面も想定されることから、円高ドル安への推移を想定する。 

 

    予想レンジ     ドル円相場    １０５．００円～１１２．５０円 

ユーロ円相場   １３２．００円～１３９．００円 

 

米国金利  

  

【１月の動き】 

 １月の米国長期金利は上昇した。日本や欧州で

金融政策の変更が意識され、世界的に金利が上昇

する中、米国金利も上昇基調で推移した。また、

株価が上場来高値を更新して推移したことも金

利の上昇をサポートした。 

【２月の見通し】 

 ２月の米国長期金利は小幅に上昇する相場を想定する。上昇局面での投資家の押し目買い意欲は引き

続き根強いものと思われ、１月以降の金利上昇の流れが落ち着けば米国債には買いが入り、金利低下す

る場面についても想定される。ただ、世界的に株式市場上昇の流れが継続していることや、一部の投資

家が直近の節目と見ていた２．６％を超えて金利上昇していることから、上昇圧力がかかりやすいであ

ろう。そのため金利上昇の流れが続くことも想定され警戒が必要なものと考える。（森久保） 

 

予想レンジ     １０年国債利回り     ２．４５％～２．９０％ 

1/1 円高値（1/25） 円安値 (1/8) 1/25 

112円 69銭 108円 50銭 113円 39銭 109円 41銭 
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現在
（１）国内経済指標

①実質GDP　（前期比・年率）　　　〔出所　：　内閣府　〕 ②日銀短観・大企業業況判断DI　　〔出所　：　日本銀行〕

③鉱工業生産指数 （前年比）　〔出所　：　経済産業省　〕 ④機械受注統計 （前年比）　　〔出所　：　内閣府　〕

⑤家計調査・２人世帯支出（前年比）　〔出所　：　総務省　〕 ⑥完全失業率　　〔出所　：　総務省　〕

（２）米国経済指標

①実質GDP　（前期比・年率）　　　〔出所　：　米 商務省　〕 ②ISM景況感指数　　〔出所　：　全米供給管理協会　〕

③非農業部門雇用者数（前月比増減）〔出所　：　米 労働省　〕 ④新築住宅販売　（前年比）　　　〔出所　：　米 商務省　〕

2018年1月25日
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日米主要経済指標  
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現在

①日経平均株価 ②１０年国債利回り

③ＮＹダウ平均株価 ④米国１０年国債利回り

⑤為替　ドル円相場 ⑥為替　ユーロ円相場

⑦為替　豪ドル円相場 ⑧NY　WTI原油先物　（１バレル）

2018年1月25日
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(C)日本経済新聞社

-0.4

-0.1

0.2

0.5

0.8

1.1

1.4

1.7

2.0

0
1
/
1

0
2
/
1

0
3
/
1

0
4
/
1

0
5
/
1

0
6
/
1

0
7
/
1

0
8
/
1

0
9
/
1

1
0
/
1

1
1
/
1

1
2
/
1

1
3
/
1

1
4
/
1

1
5
/
1

1
6
/
1

1
7
/
1

1
8
/
1

（％）

7000

10000

13000

16000

19000

22000

25000

28000

01
/1

02
/1

0
3
/
1

0
4
/
1

05
/1

0
6
/
1

0
7
/
1

08
/1

0
9
/
1

1
0
/
1

11
/1

12
/1

1
3
/
1

14
/1

15
/1

1
6
/
1

1
7
/
1

18
/1

1

2

3

4

5

6

01
/1

0
2
/
1

0
3
/
1

0
4
/
1

05
/1

06
/1

0
7
/
1

0
8
/
1

09
/1

10
/1

1
1
/
1

1
2
/
1

1
3
/
1

14
/1

15
/1

1
6
/
1

1
7
/
1

1
8
/
1

（％）

70

80

90

100

110

120

130

140

0
1
/
1

0
2
/
1

03
/1

04
/1

05
/1

06
/1

07
/1

08
/1

0
9
/
1

1
0
/
1

1
1
/
1

1
2
/
1

1
3
/
1

1
4
/
1

1
5
/
1

1
6
/
1

17
/1

18
/1

（円）

90

100

110

120

130

140

150

160

170

0
1
/
1

0
2
/
1

03
/1

04
/1

0
5
/
1

0
6
/
1

0
7
/
1

08
/1

09
/1

1
0
/
1

1
1
/
1

12
/1

13
/1

14
/1

1
5
/
1

1
6
/
1

17
/1

18
/1

（円）

50

60

70

80

90

100

110

01
/1

0
2
/
1

0
3
/
1

04
/1

0
5
/
1

0
6
/
1

07
/1

0
8
/
1

0
9
/
1

10
/1

1
1
/
1

1
2
/
1

13
/1

14
/1

1
5
/
1

16
/1

17
/1

1
8
/
1

（円）

10

30

50

70

90

110

130

150

0
1
/
1

0
2
/
1

0
3
/
1

0
4
/
1

0
5
/
1

0
6
/
1

0
7
/
1

0
8
/
1

0
9
/
1

1
0
/
1

1
1
/
1

1
2
/
1

1
3
/
1

1
4
/
1

1
5
/
1

1
6
/
1

1
7
/
1

1
8
/
1

（ドル）

 

 

金利・株価・為替相場動向  


	マネーマーケットマンスリーNo.311
	国内経済
	金利
	株式
	外国為替
	日米主要経済指標
	金利・株価・為替相場動向


